
＜
調
査
の
経
緯
・
目
的
＞

○
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
※
１
）
や
そ
の
家
庭
は
特
に
支
援
を
必
要
と
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
、
平
成
2
6
年
1
1
月
、
関
係
府
省
庁
（
内
閣
府
、

総
務
省
、
法
務
省
、
文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
警
察
庁
）
に
よ
る
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
に
関
す
る
副
大
臣
等
会
議
」
に
お
い
て
、
児
童
の
所
在
確
認
の

た
め
の
市
町
村
間
の
情
報
共
有
と
連
携
の
あ
り
方
に
つ
い
て
申
し
合
わ
せ
が
な
さ
れ
た
。

○
更
に
、
今
後
の
対
応
策
の
検
討
の
参
考
と
す
る
た
め
、
児
童
の
所
在
及
び
安
全
確
認
の
た
め
の
市
町
村
に
お
け
る
取
組
状
況
等
に
つ
い
て
、
平
成
2
6
年
度

（
※
２
）
に
引
き
続
き
、
調
査
を
実
施
。

（
※
１
）
当
該
市
町
村
に
住
民
票
は
あ
る
が
、
乳
幼
児
健
診
が
未
受
診
等
で
、
電
話
や
家
庭
訪
問
等
に
よ
る
連
絡
が
取
れ
な
い
児
童
（
以
下
の
①
～
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
）

で
あ
っ
て
、
市
町
村
が
引
き
続
き
所
在
及
び
安
全
の
確
認
を
行
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
所
在
等
が
確
認
で
き
な
い
児
童
。

（
※
２
）
初
年
度
と
な
る
平
成
2
6
年
度
は
、
平
成
2
6
年
５
月
1
日
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
に
つ
い
て
、
同
年
1
0
月
2
0
日
時
点
の
状
況
を

調
査
し
、
結
果
を
公
表
。

＜
調
査
の
対
象
＞

全
国
の
市
町
村
（
1
,7
4
1
市
町
村
）

＜
主
な
調
査
内
容
＞

平
成
2
7
年
６
月
１
日
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
（
以
下
「
調
査
対
象
児
童
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
平
成
2
8
年
４
月
１
日

時
点
で
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
＊
１
）
の
個
別
の
状
況
と
、
平
成
2
8
年
３
月
3
1
日
ま
で
に
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
（
＊
２
）
の
全
体
の
児
童
数

や
確
認
方
法
等
に
つ
い
て
調
査
を
実
施
。

平
成
２
７
年
度
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
調
査
結
果
【
概
要
】

（
＊
１
）
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
主
な
調
査
項
目

（
＊
２
）
「
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
」
に
関
す
る
主
な
調
査
項
目

・
学
年
、
年
齢
、
性
別

・
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
の
状
況
、
児
童
相
談
所
と
の
情
報

共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
の
状
況
、
警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
の
状
況

等

・
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
数
（
確
認
方
法
別
）

・
所
在
等
が
確
認
で
き
た
際
に
虐
待
又
は
虐
待
の
疑
い
が
あ
っ
た
児
童
数

等

調
査
の
概
要

①
乳
幼
児
健
康
診
査
、
予
防
接
種
、
新
生
児
訪
問
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
等
の
乳
幼
児
等
を
対
象
と
す
る
保
健
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
お
ら
ず
、
電
話
、
文

書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
、
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

②
市
町
村
の
児
童
家
庭
相
談
、
保
育
の
実
施
事
務
、
児
童
手
当
、
児
童
扶
養
手
当
等
の
児
童
を
対
象
と
し
た
手
当
の
支
給
事
務
、
そ
の
他
児
童
福
祉
行
政
の
実
施
事
務

の
過
程
で
把
握
さ
れ
て
い
る
児
童
の
う
ち
、
電
話
、
文
書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
連
絡
・
接
触
が
で
き
ず
、
必
要
な
届
出
や
手
続
が
行
わ
れ
て
い
な
い
児
童

③
市
町
村
教
育
委
員
会
が
、
学
校
へ
の
就
園
・
就
学
に
係
る
事
務
（
注
）
の
過
程
で
把
握
し
た
児
童
の
う
ち
、
市
町
村
教
育
委
員
会
が
学
校
と
連
携
し
て
も
、
電
話
、

文
書
、
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

（
注
）
就
園
奨
励
費
補
助
、
就
学
時
健
診
、
就
学
説
明
会
等
の
就
園
・
就
学
前
後
の
諸
手
続
に
係
る
事
務
も
含
む
。

KKRMR
スタンプ
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１
．
全
体
の
状
況

0

10
0

1,
80

0

30
0

2,
80

0

平
成
2
6
年
５
月
１
日
時
点

平
成
2
6
年
1
0
月
2
0
日
時
点

平
成
2
7
年
６
月
１
日
時
点

平
成
2
8
年
４
月
１
日
時
点

（
3
1
人
）

（
1
5
人
）

所
在
等
が
確
認

で
き
た
児
童
数

2
,7
6
7
人
（
9
5
.2
%）

所
在
等
が
確
認

で
き
た
児
童
数

1
,8
4
3
人
（
9
8
.1
%）

調
査
対
象
児
童
数

調
査
対
象
児
童
数

前
年
度
調
査

2
7
年
度
調
査

（
人
）

14
1人

（
4.

8％
）

○
平
成
2
8
年
4
月
1
日
時
点
で
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
数
は
3
5
人
。

（
※
）
平
成
2
7
年
６
月
１
日
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
調
査
対
象
児
童
数
は
全
国
で
1
,8
7
8
人
。

こ
の
う
ち
平
成
2
8
年
３
月
3
1
日
ま
で
に
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
数
は
1
,8
4
3
人
（
9
8
.1
％
）
。

○
平
成
2
6
年
度
調
査
か
ら
引
き
続
き
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
は
、
平
成
2
8
年
４
月
１
日
時
点
で
は
1
5
人
。

調
査
結
果

調
査
結
果

居
住
実
態
が
把
握

で
き
な
い
児
童
数

2
,9
0
8人

1
,8
7
8人

3
5
人
（
1.
9
％
）
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○
「
ア

義
務
教
育
就
学
前
」
が
９
人
（
2
5
.7
％
）
、
「
イ

小
学
生
」
が
1
0
人
（
2
8
.6
％
）
、
「
ウ

中
学
生
」
が
7人
（
20
.0
％
）
、

「
エ

義
務
教
育
修
了
後
」
が
９
人
（
2
5
.7
％
）
。

（
※
）
学
年
は
、
平
成
2
7
年
６
月
１
日
時
点
。

○
前
年
度
調
査
で
は
、
「
ア

義
務
教
育
就
学
前
」
が
6
1
人
と
最
多
で
、
全
体
の
４
割
以
上
を
占
め
て
い
た
が
、
本
年
度
調
査
で
は

2
5
.7
％
と
、
特
に
「
義
務
教
育
就
学
前
」
の
児
童
の
所
在
等
の
確
認
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

学
年
別
の
状
況

学
年
別
の
状
況

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

総
数
：
3
5
人

総
数
：
1
4
1
人
（
※
H
2
6
.1
0
.2
0
時
点
）

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

２
．
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
3
5
人
）
の
状
況
（
平
成
２
8
年
４
月
1
日
時
点
）

ア
義
務
教
育
就
学
前

6
1
人
（
4
3
.2
％
）

イ
小
学
生

4
0
人
（
2
8
.4
％
）

エ
義
務
教
育

修
了
後

1
3
人
（
9
.2
％
）

ウ
中
学
生

2
7
人
（
1
9
.1
％
）

ア
義
務
教
育
就
学
前

９
人
（
2
5
.7
％
）

イ
小
学
生

1
0
人
（
2
8
.6
％
）

ウ
中
学
生

７
人
（
2
0
.0
％
）

エ
義
務
教
育

修
了
後

９
人
（
2
5
.7
％
）
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○
「
ア

１
～
４
回
」
が
1
7
人
（
4
8
.6
％
）
で
最
多
。
次
い
で
「
エ

未
実
施
（
※
）
」
が
９
人
(2
5
.7
％
）
、
「
ウ

1
0
回
以
上
」

が
７
人
（
2
0
.0
％
）
、
「
イ

５
～
９
回
」
が
２
人
（
5
.7
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
」
等
に
よ
り
住
所
地
に

居
住
し
て
い
な
い
こ
と
が
明
ら
か
な
場
合
。

○
前
年
度
調
査
と
の
比
較
で
は
、
「
ウ

1
0
回
以
上
」
の
割
合
が
5
.4
％
か
ら
2
0
.0
％
と
増
加
し
て
お
り
、
頻
回
な
訪
問
調
査
の
実
施

に
よ
る
所
在
等
の
確
認
の
取
組
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

こ
れ
ま
で
の
訪
問
調
査
の
状
況

【
２
の
続
き
】

こ
れ
ま
で
の
訪
問
調
査
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
3
5
人

総
数
：
2
2
4
人
（
※
H
2
6
.9
.1
時
点
）

イ
5
～
9
回

2
4
人
（
1
0
.7
%
）

ア
１
～
４
回

1
5
4
人
（
6
8
.8
%
）

ウ
1
0
回
以
上

1
2
人
（
5
.4
%
）

エ
未
実
施

3
4
人
（
1
5
.2
%
）

ア
１
～
４
回

1
7
人
（
4
8
.6
%
）

エ
未
実
施

９
人
（
2
5
.7
%
）

ウ
1
0
回
以
上

７
人
（
2
0
.0
%
）

イ
5
～
9
回

２
人
（
5
.7
%
）
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＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
3
5
人

総
数
：
2
2
4
人
（
※
H
2
6
.9
.1
時
点
）

ア
登
録
あ
り

1
0
8
人
（
4
8
.2
%
）

イ
登
録
な
し

1
1
6
人
（
5
1
.8
%
）

○
「
ア

登
録
あ
り
」
が
2
8
人
（
8
0
.0
％
）
、
「
イ

登
録
な
し
（
※
）
」
が
7
人
（
2
0
.0
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
警
察
に
通
報
（
相
談
）
し
て
い
る
た
め
」
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

○
前
年
度
調
査
と
の
比
較
で
は
、
4
8
.2
％
か
ら
8
0
.0
％
と
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
が
進
展
し
て
い
る
状
況
。

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
の
状
況

【
２
の
続
き
】

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
の
状
況

【
２
の
続
き
】

ア
登
録
あ
り

2
8
人
（
8
0
.0
%
）

イ
登
録
な
し

７
人
（
2
0
.0
%
）
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総
数
：
3
5
人

○
「
ア

依
頼
済
」
が
3
1
人
（
8
8
.6
％
）
、
「
イ

依
頼
し
て
い
な
い
（
※
）
」
が
4
人
（
1
1
.4
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
他
市
町
村
に
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

児
童
相
談
所
と
の
情
報
共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
の
状
況

【
２
の
続
き
】

児
童
相
談
所
と
の
情
報
共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

イ
依
頼
し
て
い
な
い

４
人
（
1
1
.4
%
）

ア
依
頼
済

3
1
人
（
8
8
.6
%
）
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○
「
ア

通
報
（
相
談
）
済
」
が
2
9
人
（
8
2
.9
％
）
、
「
イ

通
報
（
相
談
）
し
て
い
な
い
（
※
）
」
が
６
人
（
1
7
.1
％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
海
外
に
出
国
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
、
「
Ｄ
Ｖ
等
で
他
市
町
村
に
避
難
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
」
。

○
前
年
度
調
査
と
の
比
較
で
は
、
1
1
.6
％
か
ら
8
2
.9
％
と
警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
が
大
幅
に
上
昇
し
、
徹
底
さ
れ
て
い
る
状
況
。

警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
の
状
況

【
２
の
続
き
】

警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
の
状
況

【
２
の
続
き
】

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
3
5
人

総
数
：
2
2
4
人
（
※
H
2
6
.9
.1
時
点
）

ア
通
報
（
相
談
）
済

2
6
人
（
1
1
.6
%
）

イ
通
報
（
相
談
）

し
て
い
な
い

1
9
8
人
（
8
8
.4
%
）

ア
通
報
（
相
談
）
済

2
9
人
（
8
2
.9
%
）

イ
通
報
（
相
談
）

し
て
い
な
い

６
人
（
1
7
.1
%
）
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○
「
ア

東
京
入
国
管
理
局
に
出
入
（
帰
）
国
記
録
を
照
会
し
、
出
国
確
認
で
き
た
児
童
」
が
8
9
0
人
（
4
8
.3
％
）
で
最
多
。

次
い
で
「
イ

目
視
に
よ
り
確
認
で
き
た
児
童
」
が
7
2
5
人
（
3
9
.3
％
）
、
「
ウ

ア
・
イ
以
外
の
情
報
に
よ
り
確
認
で
き
た
と

判
断
し
た
児
童
」
が
2
2
8
人
（
1
2
.4
％
）
。

○
前
年
度
調
査
と
概
ね
同
様
の
傾
向
。

所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法

所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
1
,8
4
3
人

総
数
：
2
,7
6
7
人

３
．
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
（
1
,8
4
3
人
）
の
状
況
（
平
成
2
7
年
６
月
2
日
～
平
成
２
8
年
３
月
3
1
日
）

ア
東
京
入
国
管
理
局
に

出
入
（
帰
）
国
記
録
を
照
会

し
、
出
国
確
認
で
き
た
児
童

1
,1
8
5
人
（
4
2
.8
％
）

イ
目
視
に
よ
り
確
認

で
き
た
児
童

1
,0
7
4
人
（
3
8
.8
％
）

ウ
ア
・
イ
以
外
の
情
報

に
よ
り
確
認
で
き
た

と
判
断
し
た
児
童

5
0
8
人
（
1
8
.4
％
）

ア
東
京
入
国
管
理
局
に

出
入
（
帰
）
国
記
録
を
照
会

し
、
出
国
確
認
で
き
た
児
童

8
9
0
人
（
4
8
.3
％
）

イ
目
視
に
よ
り
確
認

で
き
た
児
童

7
2
5
人
（
3
9
.3
％
）

ウ
ア
・
イ
以
外
の
情
報

に
よ
り
確
認
で
き
た

と
判
断
し
た
児
童

2
2
8
人
（
1
2
.4
％
）

イ
＋
ウ

「
出
国
確
認
」
以
外

で
確
認

9
5
3
人
（
5
1
.7
％
）
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○
「
イ

同
一
市
町
村
内
で
確
認
」
が
4
6
5
人
（
4
8
.8
％
）
で
最
多
。
次
い
で
「
ア

頻
繁
な
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認
」
が
3
3
3
人

（
3
4
.9
％
）
、
「
ウ

同
一
都
道
府
県
内
で
確
認
」
が
9
5
人
（
1
0
.0
％
）
、
「
エ

他
の
都
道
府
県
内
で
確
認
」
が
60
人
（
6.
3％
）
。

○
特
に
「
ア

頻
繁
な
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認
」
と
「
イ

同
一
市
町
村
内
で
確
認
」
の
合
計
は
、
前
年
度
調
査
と
同
様
に
８
割
超
。

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

総
数
：
9
5
3
人

＜
（
参
考
）
前
年
度
調
査
＞

総
数
：
1
,5
3
3
人

ア
市
町
村
で
情
報
共
有

を
行
う
前
に
、
頻
繁
な

家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認

1
3
6
人
（
8
.9
％
）

イ
同
一
市
町
村
内
の

関
係
部
署
等
と
の

情
報
共
有
で
確
認

1
,2
1
1
人
（
7
9
.0
％
）

ウ
同
一
都
道
府
県
内

の
関
係
機
関
等
と
の

情
報
共
有
で
確
認

1
0
8
人
（
7
.0
％
）

エ
他
の
都
道
府
県
内

の
関
係
機
関
等
と
の

情
報
共
有
で
確
認

7
8
人
（
5
.1
％
）

所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法
の
詳
細

所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法
の
詳
細

～
「
出
国
確
認
」
以
外
の
方
法
で
所
在
等
が
確
認
で
き
た
9
5
3
人
の
状
況
～
【
３
の
続
き
】

ア
市
町
村
で
情
報
共
有

を
行
う
前
に
、
頻
繁
な

家
庭
訪
問
等
に
よ
り
確
認

3
3
3
人
（
3
4
.9
％
）

イ
同
一
市
町
村
内
の

関
係
部
署
等
と
の

情
報
共
有
で
確
認

4
6
5
人
（
4
8
.8
％
）

ウ
同
一
都
道
府
県
内

の
関
係
機
関
等
と
の

情
報
共
有
で
確
認

9
5
人
（
1
0
.0
％
）

エ
他
の
都
道
府
県
内

の
関
係
機
関
等
と
の

情
報
共
有
で
確
認

6
0
人
（
6
.3
％
）
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○
「
ア

あ
り
（
※
）
」
と
の
回
答
が
2
4
人
（
2.
5％
）
。

（
※
）
理
由
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
「
学
校
に
通
わ
せ
て
い
な
い
た
め
（
教
育
ネ
グ
レ
ク
ト
）
」
、
「
母
親
の
養
育
力
不
足
等
に
よ
る
ネ
グ
レ
ク
ト
の

疑
い
が
あ
る
た
め
」
、
「
家
族
か
ら
暴
言
等
を
受
け
て
家
出
を
繰
り
返
し
て
い
た
経
緯
が
あ
る
た
め
」
。

＜
平
成
2
7
年
度
調
査
＞

所
在
等
が
確
認
で
き
た
際
の
虐
待
又
は
虐
待
の
疑
い
の
有
無

～
「
出
国
確
認
」
以
外
の
方
法
で
所
在
等
が
確
認
で
き
た
95
3人
の
状
況
～
【
３
の
続
き
】

ア
あ
り

2
4
人
（
2
.5
％
）

イ
な
し

9
2
9
人
（
9
7
.5
％
）

総
数
：
9
5
3
人
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取
組
事
例
①

取
組
事
例
①

１
．
所
在
等
の
確
認
が
必
要
な
児
童
と
し
て
判
断
し
た
経
緯
等
（
住
所
地
市
町
村
で
対
応
）

○
実
母
、
本
児
（
１
歳
５
か
月
）
の
世
帯
。

※
年
齢
は
平
成
2
7
年
６
月
１
日
時
点

○
住
所
地
市
町
村
で
は
、
転
入
時
か
ら
転
居
を
繰
り
返
す
母
子
と
し
て
把
握
。

○
住
所
地
市
町
村
の
母
子
保
健
部
門
が
発
出
し
た
本
児
の
１
歳
６
か
月
児
健
診
の
案
内
が
宛
所
不
明
で
返
送
さ
れ
、
実
母
、
本
児
と

連
絡
・
接
触
が
で
き
ず
、
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
。

２
．
所
在
等
の
確
認
の
た
め
の
取
組
（
住
所
地
市
町
村
・
居
所
市
町
村
が
連
携
し
て
対
応
）

○
住
所
地
市
町
村
は
、
住
所
地
へ
の
訪
問
に
警
察
と
児
童
相
談
所
と
と
も
に
同
行
。

○
訪
問
時
、
母
子
は
不
在
で
あ
っ
た
が
、
在
室
し
て
い
た
関
係
者
の
協
力
に
よ
り
実
母
と
電
話
連
絡
が
で
き
、
実
母
か
ら
「
居
所
都

道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
向
か
う
予
定
で
あ
る
」
旨
を
聴
取
。
住
所
地
市
町
村
は
、
即
日
、
こ
の
旨
を
当
該
児
童
相
談
所
に
連
絡

し
、
本
児
の
安
全
確
認
の
協
力
依
頼
と
、
こ
れ
ま
で
の
対
応
経
過
を
情
報
提
供
。

○
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
母
子
が
来
所
し
、
実
母
か
ら
「
遠
隔
地
で
働
く
た
め
子
ど
も
を
預
か
っ
て
欲
し
い
。
」
旨
の
相

談
を
受
理
。
児
童
相
談
所
で
は
、
実
母
の
意
向
に
加
え
、
住
所
地
市
町
村
に
お
け
る
対
応
経
過
等
か
ら
、
こ
の
ま
ま
放
置
す
る
と
ネ

グ
レ
ク
ト
（
育
児
放
棄
）
に
つ
な
が
る
こ
と
も
考
慮
し
て
、
即
日
、
本
児
を
乳
児
院
に
一
時
保
護
委
託
と
し
児
童
の
安
全
を
確
保
。

３
．
所
在
等
の
確
認
後
の
児
童
へ
の
支
援
（
居
所
市
町
村
で
対
応
）

○
本
児
は
、
そ
の
後
、
一
時
保
護
を
解
除
さ
れ
、
乳
児
院
に
施
設
入
所
措
置
と
な
っ
て
お
り
、
現
在
、
児
童
養
護
施
設
に
措
置
先
を

変
更
し
入
所
中
。

○
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
は
、
住
居
を
転
々
と
す
る
実
母
の
特
性
を
踏
ま
え
、
住
民
登
録
手
続
、
住
居
の
決
定
等
に
つ
い
て

親
身
に
助
言
を
行
う
な
ど
実
母
と
連
絡
を
密
に
取
り
合
う
関
係
を
構
築
し
、
支
援
を
継
続
。

４
．
本
事
例
か
ら
得
ら
れ
た
取
組
の
ポ
イ
ン
ト

☆
住
所
地
市
町
村
、
児
童
相
談
所
及
び
警
察
が
連
携
し
、
協
力
体
制
の
も
と
住
所
地
へ
の
訪
問
を
実
施
し
た
こ
と
。

☆
住
所
地
市
町
村
か
ら
居
所
都
道
府
県
の
児
童
相
談
所
に
母
子
の
対
応
経
過
等
を
速
や
か
に
情
報
提
供
し
た
こ
と
で
、
迅
速
に
一
時

保
護
を
実
施
し
、
児
童
の
安
全
を
確
保
し
た
こ
と
。

所
在
等
の
確
認
の
取
組
事
例
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取
組
事
例
②

取
組
事
例
②

１
．
所
在
等
の
確
認
が
必
要
な
児
童
と
し
て
判
断
し
た
経
緯
等
（
住
所
地
市
町
村
で
対
応
）

○
実
父
、
実
母
、
長
女
（
７
歳
）
、
次
女
（
５
歳
）
の
世
帯
。

※
年
齢
は
平
成
2
7
年
６
月
１
日
時
点

○
住
所
地
市
町
村
の
教
育
委
員
会
が
発
送
し
た
長
女
の
小
学
校
入
学
案
内
が
返
送
さ
れ
、
入
学
手
続
が
行
わ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
教

育
委
員
会
が
家
庭
訪
問
を
実
施
し
た
と
こ
ろ
、
本
世
帯
が
住
民
票
を
そ
の
ま
ま
に
し
て
転
居
し
た
こ
と
を
把
握
。
本
世
帯
と
連
絡
・

接
触
が
で
き
ず
、
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
。

２
．
所
在
等
の
確
認
の
た
め
の
取
組
（
住
所
地
市
町
村
・
居
所
市
町
村
が
連
携
し
て
対
応
）

○
住
所
地
市
町
村
の
関
係
部
署
間
（
戸
籍
担
当
、
国
民
健
康
保
険
担
当
、
税
務
担
当
等
）
、
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
（
要
対

協
）
の
関
係
機
関
間
（
市
教
育
委
員
会
、
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
、
福
祉
事
務
所
、
児
童
相
談
所
、
警
察
署
等
）
で
所
在
確
認
の
た
め

の
情
報
共
有
を
実
施
し
、
他
市
町
村
で
居
住
の
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
判
明
。

○
住
所
地
市
町
村
の
関
係
機
関
（
教
育
委
員
会
、
児
童
相
談
所
及
び
要
対
協
調
整
機
関
）
が
、
居
住
の
可
能
性
が
あ
る
他
市
町
村
に

赴
き
居
住
実
態
を
調
査
し
た
が
、
直
接
接
触
し
て
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
当
該
市
町
村
の
福
祉
事
務
所
（
要
対
協
調
整
機
関
）

に
継
続
的
な
居
住
確
認
を
依
頼
。

○
当
該
市
町
村
で
は
児
童
相
談
所
、
警
察
等
関
係
機
関
と
情
報
を
共
有
し
つ
つ
居
住
確
認
を
継
続
し
、
実
父
、
実
母
、
長
女
、
次
女

の
所
在
を
確
認
。

３
．
所
在
等
の
確
認
後
の
児
童
へ
の
支
援
（
居
所
市
町
村
で
対
応
）

○
長
女
は
小
学
校
に
通
学
し
て
お
ら
ず
、
教
育
ネ
グ
レ
ク
ト
が
疑
わ
れ
た
こ
と
か
ら
、
居
所
市
町
村
に
お
い
て
入
学
手
続
を
支
援
。

○
居
所
市
町
村
は
、
世
帯
全
員
の
住
民
登
録
手
続
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
学
校
と
連
携
し
つ
つ
定
期
的
に
家
庭
訪
問
を
実
施
し
、

本
世
帯
の
生
活
状
況
を
把
握
す
る
な
ど
し
て
居
住
実
態
を
継
続
的
に
確
認
。

４
．
本
事
例
か
ら
得
ら
れ
た
取
組
の
ポ
イ
ン
ト

☆
住
所
地
市
町
村
で
、
関
係
部
署
や
要
対
協
を
活
用
し
た
積
極
的
な
情
報
共
有
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
他
市
町
村
で
の
居
住
の
可
能

性
を
把
握
し
た
こ
と
。

☆
住
所
地
市
町
村
が
居
所
市
町
村
に
対
し
て
継
続
的
な
居
住
確
認
を
依
頼
す
る
な
ど
、
住
所
地
と
居
所
地
の
自
治
体
が
協
力
・
連
携

し
て
長
女
及
び
次
女
の
所
在
確
認
に
取
り
組
ん
だ
こ
と
。

ITUVL
テキストボックス
375





＜
調
査
の
経
緯
・
目
的
＞

○
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
（
※
１
）
や
そ
の
家
庭
は
特
に
支
援
を
必
要
と
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
、
平
成
2
6
年
1
1
月
、
関
係
府
省
庁
（
内
閣
府
、

総
務
省
、
法
務
省
、
文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
警
察
庁
）
に
よ
る
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
に
関
す
る
副
大
臣
等
会
議
」
に
お
い
て
、
児
童
の
所
在
確
認

の
た
め
の
市
町
村
間
の
情
報
共
有
と
連
携
の
あ
り
方
に
つ
い
て
申
し
合
わ
せ
が
な
さ
れ
た
。

○
更
に
、
今
後
の
対
応
策
の
検
討
の
参
考
と
す
る
た
め
、
児
童
の
所
在
及
び
安
全
確
認
の
た
め
の
市
町
村
に
お
け
る
取
組
状
況
等
に
つ
い
て
、

平
成
2
6
、
2
7
年
度
（
※
２
、
３
）
に
引
き
続
き
、
調
査
を
実
施
。

（
※
１
）
当
該
市
町
村
に
住
民
票
は
あ
る
が
、
乳
幼
児
健
診
が
未
受
診
等
で
、
電
話
や
家
庭
訪
問
等
に
よ
る
連
絡
が
取
れ
な
い
児
童
（
以
下
の
①
～
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
）

で
あ
っ
て
、
市
町
村
が
引
き
続
き
所
在
及
び
安
全
の
確
認
を
行
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
所
在
等
が
確
認
で
き
な
い
児
童
。

（
※
２
）
平
成
2
6
年
度
調
査
：
平
成
2
6
年
５
月
１
日
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
に
つ
い
て
、
同
年
1
0
月
2
0
日
時
点
の
状
況
を
調
査
。

（
※
３
）
平
成
2
7
年
度
調
査
：
平
成
2
7
年
６
月
１
日
時
点
で
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
に
つ
い
て
、
平
成
2
8
年
４
月
１
日
時
点
の
状
況
を
調
査
。

＜
調
査
の
対
象
＞

全
国
の
市
町
村
（
1
,7
4
1
市
町
村
）

＜
調
査
の
内
容
＞

○
平
成
2
８
年
６
月
１
日
時
点
で
、
当
該
市
町
村
に
は
住
民
票
は
あ
る
が
、
乳
幼
児
健
診
が
未
受
診
等
で
、
電
話
や
家
庭
訪
問
等
に
よ
る
連
絡
が
取
れ
な
い

児
童
（
上
記
①
～
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
）
で
あ
っ
て
、
市
町
村
が
所
在
等
の
確
認
が
必
要
と
判
断
し
た
児
童
を
「
調
査
対
象
児
童
」
（
※
４
）
と
し
て
、

・
「
平
成
2
8
年
６
月
２
日
か
ら
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
」

・
「
平
成
2
9
年
４
月
１
日
時
点
で
依
然
と
し
て
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」

の
詳
細
な
状
況
等
を
確
認
し
、
各
市
町
村
の
取
組
状
況
を
把
握
。
（
回
等
期
限
：
平
成
2
9
年
４
月
1
0
日

調
査
項
目
の
詳
細
：
「
別
紙
」
参
照
）

（
※
４
）
保
護
者
と
連
絡
が
取
れ
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
保
護
者
の
状
況
、
こ
れ
ま
で
の
支
援
の
状
況
等
か
ら
市
町
村
に
お
い
て
、
早
急
に
所
在
を
確
認
す
る
必
要
が

あ
る
と
判
断
し
た
児
童
も
「
調
査
対
象
児
童
」
に
含
め
て
回
答
。

○
上
記
の
ほ
か
、
平
成
2
7
年
度
調
査
結
果
に
お
け
る
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
つ
い
て
所
在
等
の
確
認
が
で
き
た
場
合
は
、
速
や
か
に
報
告
。

平
成
２
８
年
度
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
に
関
す
る
調
査
の
実
施
に
つ
い
て

①
乳
幼
児
健
康
診
査
、
予
防
接
種
、
新
生
児
訪
問
、
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業
等
の
乳
幼
児
等
を
対
象
と
す
る
保
健
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
お
ら
ず
、

電
話
、
文
書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
、
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

②
市
町
村
の
児
童
家
庭
相
談
、
保
育
の
実
施
事
務
、
児
童
手
当
、
児
童
扶
養
手
当
等
の
児
童
を
対
象
と
し
た
手
当
の
支
給
事
務
、
そ
の
他
児
童
福
祉
行
政
の

実
施
事
務
の
過
程
で
把
握
さ
れ
て
い
る
児
童
の
う
ち
、
電
話
、
文
書
、
家
庭
訪
問
等
を
実
施
し
て
も
連
絡
・
接
触
が
で
き
ず
、
必
要
な
届
出
や
手
続
が
行
わ
れ

て
い
な
い
児
童

③
市
町
村
教
育
委
員
会
が
、
学
校
へ
の
就
園
・
就
学
に
係
る
事
務
（
注
）
の
過
程
で
把
握
し
た
児
童
の
う
ち
、
市
町
村
教
育
委
員
会
が
学
校
と
連
携
し
て
も
、

電
話
、
文
書
家
庭
訪
問
等
に
よ
り
連
絡
・
接
触
が
で
き
な
い
児
童

（
注
）
就
園
奨
励
費
補
助
、
就
学
時
健
診
、
就
学
説
明
会
等
の
就
園
・
就
学
前
後
の
諸
手
続
に
係
る
事
務
も
含
む
。
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平
成
２
８
年
度
調
査
：
調
査
項
目
の
詳
細

全
調
査
対
象
児
童
に
つ
い
て
必
須
調
査
項
目

①
住
所
地
都
道
府
県
名
、
市
町
村
名

②
年
齢
、
学
年
、
性
別

③
戸
籍
の
有
無

④
調
査
対
象
児
童
の
存
在
を
把
握
し
た
時
期

⑤
調
査
対
象
児
童
の
存
在
を
把
握
す
る
端
緒
と
な
っ
た
主
な
業
務

⑥
平
成
2
7
、
2
6
年
度
調
査
で
「
居
住
実
態
が
把
握
で
き
な
い
児
童
」
と
し
て
報
告
し
て
い
た
か
否
か

別
紙

2

調
査
対
象
児
童
１
人
１
人
に
つ
い
て
、
個
別
に
以
下
の
項
目
を
調
査
。

平
成
2
8
年
6
月
2
日
～
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
ま
で
に

平
成
2
8
年
6
月
2
日
～
平
成
2
9
年
３
月
3
1
日
ま
で
に

所
在
等
が
確
認
で
き
た
児
童
に
つ
い
て
の
調
査
項
目

平
成
2
9
年
4
月
1
日
時
点
で
居
住
実
態
が

平
成
2
9
年
4
月
1
日
時
点
で
居
住
実
態
が

把
握
で
き
な
い
児
童
に
つ
い
て
の
調
査
項
目

①
居
所
都
道
府
県
名
、
市
町
村
名

②
住
民
票
上
の
住
所
地
で
の
居
住
の
有
無

③
所
在
等
が
確
認
で
き
た
方
法

ア
東
京
入
国
管
理
局
に
照
会
し
、
出
国
確
認

イ
目
視
に
よ
り
確
認

ウ
信
頼
性
に
確
信
が
持
て
る
情
報
を
入
手
し
た
こ
と
に
よ
り
確
認

④
③
で
ウ
に
よ
り
確
認
し
た
場
合
の
判
断
根
拠

⑤
所
在
等
が
確
認
で
き
た
年
月
日

⑥
義
務
教
育
就
学
中
の
児
童
で
、
③
で
イ
又
は
ウ
に
よ
り
確
認
し
た

場
合
の
、
所
在
等
の
確
認
時
の
教
育
の
状
況

⑦
③
で
イ
又
は
ウ
に
よ
り
確
認
し
た
場
合
の
、
「
所
在
等
が
確
認
で
き

る
ま
で
の
間
」
又
は
「
所
在
等
の
確
認
時
」
に
お
け
る

「
虐
待
又
は
虐
待
の
疑
い
」
に
関
す
る
情
報
の
有
無

⑧
⑦
で
「
情
報
あ
り
」
の
場
合
の
、
当
該
情
報
の
詳
細
、

そ
の
後
の
支
援
の
内
容
等

⑨
⑦
で
「
情
報
な
し
」
の
場
合
の
、
所
在
等
の
確
認
時
の
状
況

①
家
族
の
所
在
の
状
況
、
住
所
地
の
住
居
に
お
け
る
居
住
状
況
等

②
調
査
対
象
児
童
の
存
在
を
把
握
し
て
以
降
の
訪
問
調
査
の
回
数

③
調
査
対
象
児
童
の
所
在
等
を
確
認
す
る
た
め
の
調
査
先
（
※
）

（
※
）
自
市
町
村
の
関
係
部
署
等
、
自
都
道
府
県
内
の
関
係
機
関
等
、

自
都
道
府
県
外
の
関
係
機
関
等
、
そ
の
他

④
「
虐
待
又
は
虐
待
の
疑
い
」
に
関
す
る
情
報
の
有
無

⑤
④
で
「
情
報
あ
り
」
の
場
合
の
、
当
該
情
報
の
詳
細

⑥
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
へ
の
ケ
ー
ス
登
録
状
況
、

登
録
の
時
期
、
登
録
し
な
い
理
由

⑦
児
童
相
談
所
と
の
情
報
共
有
・
連
携
に
係
る
依
頼
状
況
、

依
頼
の
時
期
、
依
頼
し
な
い
理
由

⑧
警
察
へ
の
通
報
（
相
談
）
状
況
、
通
報
（
相
談
）
の
時
期
、

行
方
不
明
者
届
提
出
の
有
無
、
通
報
（
相
談
）
し
な
い
理
由

⑨
東
京
入
国
管
理
局
へ
の
照
会
状
況
、
直
近
の
回
答
日

⑩
海
外
出
国
の
可
能
性
に
関
す
る
情
報
の
有
無

⑪
Ｄ
Ｖ
で
他
市
町
村
に
避
難
し
て
い
る
可
能
性
に
関
す
る
情
報
の
有
無

⑫
所
在
等
を
確
認
す
る
上
で
生
じ
て
い
る
個
々
の
問
題
点
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１
．

目
的

離
婚

に
よ

る
ひ

と
り

親
世

帯
等

、
父

又
は

母
と
生

計
を

同
じ

く
し

て
い

な
い

児
童

が
育

成
さ

れ
る

家
庭

の
生

活
の

安
定

と
自

立
の

促
進

に
寄
与

す
る

た
め

、
当

該
児

童
に

つ
い

て
手

当
を

支
給

し
、

児
童

の
福

祉
の

増
進

を
図

る
。

（
平

成
2
2
年

８
月

よ
り

父
子

家
庭

も
対

象
）

２
．

支
給

対
象

者
1
8
歳

に
達

す
る

日
以

後
の

最
初

の
３

月
3
1
日
ま

で
の

間
に

あ
る

児
童

（
障
害

児
の
場

合
は

2
0
歳

未
満

）
を

監
護

す
る

母
、

監
護

し
、

か
つ
生

計
を

同
じ

く
す

る
父

又
は

養
育

す
る

者
（

祖
父

母
等

）
。

３
．

支
給

要
件

父
母

が
婚

姻
を

解
消

し
た

児
童

、
父

又
は

母
が
死

亡
し

た
児

童
、

父
又

は
母

が
一

定
程

度
の

障
害

の
状

態
に

あ
る

児
童

、
父

又
は

母
の

生
死
が

明
ら

か
で

な
い

児
童

な
ど

を
監

護
等

し
て

い
る

こ
と

。
※

た
だ

し
、

国
内

に
住
所

を
有

し
な

い
と

き
、

児
童

が
父
又

は
母

と
生

計
を
同

じ
く

す
る

と
き
、

母
又

は
父

の
配

偶
者
に

養
育

さ
れ

る
と

き
等

は
支
給

さ
れ

な
い

。

平
成

2
6年

1
2月

よ
り

、
受

給
者

等
の

年
金

額
が

手
当

額
を

下
回

る
場

合
は

、
そ

の
差

額
分

の
手

当
を

支
給
。

４
．

手
当

月
額

（
平

成
2
9
年

４
月

～
）

・
児
童

１
人

の
場

合
全
部
支

給
：

４
２
，
２
９

０
円

一
部
支

給
：

４
２

，
２
８

０
円

か
ら

９
，

９
８
０

円
ま
で

・
児
童

２
人

以
上

の
加
算

額
[
２

人
目

]
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全
部
支

給
：

９
，
９

９
０

円
一
部
支

給
：

９
，
９

８
０

円
か

ら
５
，

０
０

０
円

ま
で

[
３

人
目

以
降

１
人

に
つ

き
]
 
全
部
支

給
：

５
，
９

９
０

円
一
部
支

給
：

５
，
９

８
０

円
か

ら
３
，

０
０

０
円

ま
で

５
．
所
得
制
限
限
度
額
（
収
入
ベ
ー
ス
）

・
本
人

：
全
部
支
給
（
２
人
世
帯
）
１
３
０
．
０
万
円
、
一
部
支
給
（
２
人
世
帯
）
３
６
５
．
０
万
円

・
扶
養
義
務
者
（
６
人
世
帯
）
：
６
１
０
．
０
万
円

６
．
受
給
状
況

・
平
成

2
8
年
３
月
末
現
在
の
受
給
者
数

１
，
０
３
７
，
６
４
５
人

（
母
：

9
7
1
,
5
9
1
人
、
父

：
6
0
,
9
2
8
人

、
養

育
者

：
5
,
1
2
6
人

）

７
．

予
算

額
（

国
庫

負
担

分
）

［
2
9
年

度
予
算

案
］

１
，

７
８

３
．

９
億

円

８
．

手
当

の
支

給
主

体
及

び
費

用
負

担
・
支

給
主

体
：

都
道

府
県

、
市

及
び

福
祉

事
務
所

設
置

町
村

・
費

用
負

担
：

国
1
/
3
 
 
都

道
府

県
、
市

及
び

福
祉

事
務

所
設

置
町

村
2
/
3

児
童

扶
養

手
当

制
度

の
概
要
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平成二十八年四月二十八日
政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一 ひとり親家庭に対しては、生活の安定を最大限確保し、かつ、子育てと両立できる質の高いかつ安定
した就業が確保されるよう、自立に向けた就業支援、子育て・生活支援、学習支援などの総合的な取組を
充実するとともに、支援を必要とするひとり親家庭に行政の支援が確実につながるよう、適切な措置を講
ずること。また、ひとり親家庭が社会的孤立に陥らないよう、地方公共団体の取組のみならず民間団体の
協力を得て社会的孤立の発生予防及び克服に努めるとともに、民間団体に対する支援等の必要な施策
を講ずること。

二 児童扶養手当の加算額を含む支給額については、ひとり親家庭の所得状況及び生活実態、今後の
社会経済状況の変化等を踏まえつつ、ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するという制度の
目的及び趣旨が実現されるよう、引き続き、その在り方について検討し、検討結果に基づき適切な措置を
講ずること。

三 児童扶養手当の支払方法については、地方公共団体における手当の支給実務の負担等を含めた状
況を調査するとともに、ひとり親家庭の利便性の向上及び家計の安定を図る観点から、支給回数につい
て隔月支給にすること等を含め、所要の措置を検討すること。また、ひとり親家庭の自立を促す観点から、
ひとり親家庭の家計管理の支援を推進すること。

四 児童扶養手当の不正受給防止対策の実施に当たっては、子育てと生計を一人で担い、生活上の
様々な困難を抱えているひとり親家庭の実情に鑑み、手当の受給に伴う確認等の手続が過度な負担とな
らないよう十分配慮すること。あわせて、手当受給期間が五年を超える場合等に実施される一部支給停
止に関し、本来手当の全額を受給できる者が支給を停止されることのないよう、適用除外となる事由、必
要となる届出及び添付書類等について、受給者に対して丁寧な説明を行うこと。また、手当の受給要件を
満たす家庭の受給漏れがないよう、地方公共団体によるワンストップサービス及びアウトリーチの強化等
の必要な対策を講ずること。

五 ひとり親家庭の子どもの大学等への進学率が著しく低い実態を踏まえ、進学を希望する子どもが経
済的理由で将来への可能性を断たれることのないよう、児童扶養手当等により生活の安定を図りつつ、
子どもの学習支援、給付型奨学金の創設や授業料減免措置の充実等による教育費の負担軽減策を講
ずるなど、ひとり親家庭の子どもの大学等への進学機会を確保するための総合的な取組を推進するよう
努めること。

六 ひとり親家庭は婚姻歴の有無にかかわらず経済的に厳しい状況にあることから一部の地方公共団体
が取り組んでいる未婚のひとり親に対する保育料軽減等の寡婦控除のみなし適用について、その実態の
把握に努め、必要に応じて適切な措置を講ずること。

七 養育費に関する制度の周知に取り組むとともに、ひとり親家庭の養育費確保に向けた支援策を更に
充実すること。あわせて、養育費の取決めを行うことが児童扶養手当の支給に当たっての要件ではない
ことについて、地方公共団体及び当事者に周知徹底すること。また、親権者ではない親も養育の義務を
負うことについて当事者に対し自覚を促すとともに、子どもと同居していない親に対する就労支援等、養
育費が安定して支払われるための取組についても検討すること。

八 面会交流は子の健やかな育ちのために重要であり、養育費を支払う意欲にもつながるものであること
に鑑み、ＤＶ被害者や子どもの意思等に配慮しつつ、面会交流支援事業の拡充及び制度の周知等の面
会交流の円滑な実施のための施策を講ずること。

九 ひとり親家庭の子どもを始めとした子どもの貧困率が上昇傾向にあることに鑑み、子どもの貧困対策
の推進に関する法律の趣旨も踏まえ、子どもの貧困を根絶するために必要な施策について総合的な検
討を加えること。

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

児童扶養手当法の一部を改正する法律案に対する附帯決議【参議院】
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雇 児 発 0714 第 1 号 

平成 28 年７月 14 日 

 

 都道府県知事 

各        殿 

指定都市市長 

 

 

                               厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

児童扶養手当法施行規則の一部を改正する省令の施行について 

 

 

 児童扶養手当法施行規則の一部を改正する省令（平成 28 年厚生労働省令第 126

号。以下「改正省令」という。）が、本日公布され、平成 28 年８月１日から施行

されることとなったところである。 

 改正省令の内容は下記のとおりであるので、御了知の上、事務処理に遺漏なき

を期されるとともに、管内市町村及び福祉事務所に対する周知方をお願いする。 

 この通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定

に基づく技術的な助言である。 

 

 

記 

 

第１ 改正省令の内容 

１ 児童扶養手当認定請求書の見直し 

児童扶養手当法施行規則（昭和 36 年厚生省令第 51 号。以下「規則」という。）

第１条に基づく児童扶養手当認定請求書（様式第１号）について、養育費の取決

めの有無について確認する項目を設けることとする。 

養育費の取決めをしていないなど養育費の確保支援を必要としているひとり親

家庭に対しては、母子・父子自立支援員との連携を図る等により、相談支援につ

なげる等適切な対応をとること。 

※ なお、本改正により、養育費の取決めをしていることが、児童扶養手当の

支給要件となるものではないことを申し添える。 

 

 ２ その他所要の改正 

行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）及び行政不服審査法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 69 号）の施行に伴い、規則につ

いて所要の規定の整備を行うため、平成 28 年２月 25 日に、行政不服審査法及び

行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う厚生労

働省関係省令の整備に関する省令（平成 28 年厚生労働省令第 25 号）を公布した

が、当該省令で改正した規則の様式の一部に誤りがあったため、所要の改正を行

うこととする。 
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第２ 施行期日 

平成 28 年８月１日  

 

第３ 経過措置 

改正省令の施行の際現にある改正省令による改正前の様式による用紙について

は、当分の間、これを取り繕って使用することができることとする。 
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雇児福発０６１６第１号 

平成２８年６月１６日 

 

   都道府県 

各  指定都市  民生主管部（局）長 殿 

   中 核 市 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長 

（公 印 省 略） 

 

 

児童扶養手当の現況届等について 

 

 

児童扶養手当制度の円滑な実施については、日頃から格別のご配慮を賜り、厚く御礼申し

上げます。 

さて、ひとり親家庭支援については、昨年１２月２１日に子どもの貧困対策会議において、

ひとり親家庭への総合的な支援の充実策をまとめた「すくすくサポート・プロジェクト（す

べての子どもの安心と希望の実現プロジェクト）」（以下「プロジェクト」という。）を策

定したところです。 

プロジェクトにおいては、支援を必要とするひとり親が行政の相談窓口に確実につながる

よう、分かりやすい情報提供や相談窓口への誘導の強化を行いつつ、ひとり親家庭の相談窓

口において、ワンストップで寄り添い型支援を行うことができる体制を整備することを盛り

込んでいます。 

 また、毎年８月の児童扶養手当の現況届の時期等を集中相談期間として設定し、子育て・

生活、就業、養育費の確保など、ひとり親が抱える様々な課題をまとめて相談できる体制（集

中相談体制）を構築することにより、自治体が集中相談期間以降もひとり親家庭を継続的に

フォローしていくことを盛り込んでいます。 

ついては、プロジェクトを踏まえ、ひとり親家庭の支援の充実につなげていただくよう、

次の事項に十分留意の上、児童扶養手当支給事務の適切な執行をお願いするとともに、管内

市町村に周知方お願いします。 

なお、この通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定に

基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

１．児童扶養手当の現況届については、現在においても特段の事情（※）がない場合には対

面による手続きを行っていただいているところですが、現況届時の集中相談期間の設定

の趣旨も踏まえ、対面による手続きのより一層の徹底をお願いします。 

※ 受給者の傷病等や居住地が離島であることなど来庁することが著しく困難な場合 
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２．プロジェクトにおいては、児童扶養手当の多子加算の拡充に併せて、不正受給防止対策

の取組を行うこととされています。このため、「児童扶養手当事務処理マニュアル（平成

２２年８月）」により示している第４章その他留意事項の「Ⅺ．適正受給」及び参考資料

の「児童扶養手当の適正受給のための取組について」を引き続き参考にしていただき、新

規認定や現況届時などの書類の確認については、市等の職員、民生委員等が協力して実態

調査や現地調査を実施することについて、一層の徹底をお願いします。 

なお、不正受給防止対策の実施に当たっては、子育てと生計を一人で担い、生活上の様々

な困難を抱えているひとり親家庭の実情に鑑み、児童扶養手当の受給に伴う確認等の手続

きが過度な負担とならないよう十分な配慮をお願いします。 
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雇児福発０８０１第２号 

平 成 ２ ８ 年 ８ 月 １ 日 

 

   都道府県 

各  指定都市  民生主管部（局）長 殿 

   中 核 市 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長 

（公 印 省 略） 

 

 

「児童扶養手当法第 13 条の 3の規定に基づく一部支給停止措置及び一部支給停止 

 措置適用除外に係る事務について」（平成 20 年 3 月 31 日雇児福発第 0331001 号） 

の一部改正等の留意事項について 

 

 

児童扶養手当制度の円滑な実施については、日頃から格別のご配慮を賜り、厚く御礼申

し上げます。 
さて、ひとり親家庭支援について昨年１２月２１日に子どもの貧困対策会議において策

定した「すくすくサポート・プロジェクト（すべての子どもの安心と希望の実現プロジェ

クト）」においては、児童扶養手当について、多子加算の拡充に併せて、自立のための活

動促進の取組を行うこととされています。これを受け、今般、標記通知の一部改正により、

児童扶養手当の受給期間が５年を超える場合等の一部支給停止措置に係る適用除外事由の

うち、受給資格者が求職活動その他自立に向けた活動を行っている場合に該当することの

確認方法を改めることにしました。 

具体的には、受給者が求職活動支援機関等の利用状況を証明するに当たり、公共職業安

定所等への求職登録等が有効であることに加え、実際に行った求職活動の年月日を２つ以

上記入していただくこととしました。 

この取組は、適用除外の要件を従来より厳しくするものではなく、受給者の自立のため

の支援に確実に繋げていただくことを趣旨としておりますので、最大限のご尽力をお願い

します。 

なお、この取組は、受給者への周知期間等を考慮し、本年８月からの適用ではなく、平

成２９年８月の現況届に併せて届出を行う受給者からの適用となりますのでご留意の程お

願いします。 

また、一部支給停止措置の事務を行うに当たっては、引き続き、下記の事項に十分留意

の上、適切な執行をお願いします。 

この通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定に基づ

く技術的な助言であることを申し添えます。 
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記 

 
１ 本来手当の全額を受給できる者が支給を停止されることのないよう、一部支給停止 

適用除外となる事由の証明に必要となる書類は、雇用主等が受給資格者を雇用してい 

ることを証明した書類だけではなく、健康保険証の写しや賃金支払明細書の写しなど、 

受給資格者が雇用されていることが確認できる書類であればよいことなど、受給者資 

格者に対して、一部支給適用除外となる事由や必要な届出等についての丁寧な説明を 

行うこと。 

 

２ 手当の受給要件を満たす者の受給漏れが生じないよう、窓口のワンストップサービ 

ス及びアウトリーチの強化等の取組を行うこと。 

 

３ 今般の多子加算の拡充により、すでに一部支給停止となっている受給者の支給停止 

額が支給停止上限額を超えることが想定されるが、以下の点に十分留意の上、適切な 

執行を行うこと。（（注）の具体例を参照されたい。） 

① 一部支給停止は、５年等満了月の翌月から適用されること。 

② ただし、支給停止となる手当の額は、５年等満了月の翌月に支払うべき額（所

得制限により手当の全部又は一部が支給停止されている場合は、所得制限により

支給停止される前の額）の２分の１を超えないこと。 

③ 全部又は一部支給停止が行われている場合には、当該支給停止後の額に２分の

１を乗じて得た額となること。  

 

（注）具体例 

例１：全部支給の場合 

○ 子どもを３人有するひとり親家庭への児童扶養手当額は、本年６月時点で 

50,330 円（42,330 円＋5,000 円＋3,000 円）。 

○ 本年６月時点で、受給期間が５年等満了となり一部支給停止される場合、 

支給停止の上限額は 50,330 円の２分の１の 25,160 円。 

○ これは、本年８月以降、多子加算の拡充により、支給停止されない場合の額が 

58,330 円（42,330 円＋10,000 円＋6,000 円）となっても、支給停止の上限額は 

25,160 円のままで変更はない。（58,330 円の２分の１の 29,160 円ではない。） 

 

例２：所得制限による一部支給の場合 

○ 子どもを３人有するひとり親家庭への児童扶養手当額は、本年６月時点で 

30,000 円（22,000 円＋5,000 円＋3,000 円）。 

○ 本年６月時点で、受給期間が５年等満了となり一部支給停止される場合、 

支給停止の上限額は 50,330 円の２分の１の 25,160 円。 

○ 本年８月以降、多子加算の拡充により、手当額が 32,960 円（22,000 円＋ 

6,850 円＋4,110 円となった場合、32,960 円の２分の１の額は 16,480 円であり、 

上限額の 25,160 円よりも低いことから、支給停止される額は、16,480 円となる。 

ITUVL
テキストボックス
385




「はたらく⺟⼦家庭・⽗⼦家庭応援企業表彰」の公募開始

厚生労働省では、ひとり親家庭に対しての⾃⽴⽀援の⼀環として、就業支援に積極的に
取り組んでいる企業や団体を対象に「はたらく⺟⼦家庭・父子家庭応援企業表彰」を実施
しています。
子育てと就業の両⽴が難しいなどの理由から、⺟⼦家庭の⺟、父子家庭の父の就業は困

難な状況にあります。
この表彰は、⺟⼦家庭の⺟、父子家庭の父が働きやすい環境整備などの取組を促進する

と同時に、ひとり親家庭支援の社会的機運を高めることを目的に、平成18年から実施して
います。今年度、表彰する企業は、平成2９年３月に発表する予定です。

たくさんのご応募お待ちしております。

〜積極的に就業⽀援に取り組む企業などを募集、２⽉３⽇（⾦）締切〜

１ 募集対象
以下の（１）又は（２）の項目のすべてに当てはまる企業や団体を対象に、雇用均等・児童家庭局⻑

が表彰します。
（１）⺟⼦家庭の⺟及び⽗⼦家庭の⽗（以下「ひとり親家庭の親」という。）の就業⽀援に積極的に取り

組んでいる企業等
①ひとり親家庭の親の就業促進について理解があること
②ひとり親家庭の親が継続的に就業可能となっているなど、職場環境が良好であること
③ひとり親家庭の親を相当数雇用していること
④重⼤悪質な法令違反がないこと及び社会通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題がな
いこと
⑤過去に本表彰制度に基づく表彰を受賞していないこと

（２）⺟⼦・⽗⼦福祉団体等に相当額の事業の発注を⾏っている企業
①⺟⼦・⽗⼦福祉団体⼜はひとり親家庭の親に対する年間発注割合が⼀定以上であること
②⺟⼦・⽗⼦福祉団体⼜はひとり親家庭の親に対する年間発注額が⼀定程度であること
③重⼤悪質な法令違反がないこと及び社会通念上、表彰するにふさわしくないと判断される問題がな
いこと

④過去に本表彰制度に基づく表彰を受賞していないこと
２ 募集期間

平成28年12月6日（火）〜平成29年２月3日（⾦）まで
３ 応募方法

応募⽤紙に必要事項を記⼊の上、厚⽣労働省雇⽤均等･児童家庭局家庭福祉課⺟⼦家庭等⾃⽴⽀援室
宛てにＦＡＸまたは郵送（当日消印有効）してください。

４ 応募用紙【公募用】
厚⽣労働省雇⽤均等･児童家庭局家庭福祉課⺟⼦家庭等⾃⽴⽀援室で配付します。
厚生労働省ホームページにも掲載しますので、ダウンロードしてお使いください。

５ 問い合わせ先
厚生労働省雇⽤均等･児童家庭局家庭福祉課⺟⼦家庭等⾃⽴⽀援室
住 所：〒100-8916 東京都千代田区霞が関１-２-２
電 話：03（5253）1111（内線7959) ＦＡＸ：03（3595）2663
Ｈ Ｐ：右のＱＲコードからアクセスできます。

厚労省ＨＰ
はこちら↓
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て
女
性
等
へ
の
就
職
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

児
童
相
談
所
：
心
理
的
虐
待
等
を
受
け
た
子
ど
も
へ
の
心
理
的
ケ
ア
、
子
育
て
相
談
等

連 携

・

協 力

他
省
庁
等

関
係
機
関

警
察

裁
判
所

公
営
住
宅

窓
口

等

民
間
シ
ェ
ル
タ
ー
等

（
一
時
保
護
委
託
）

・
保
護
の
期
間
は
概
ね

２
週
間
程
度

婦
人
保
護
事
業
の
概
要

婦
人
保
護
事
業

関
連

婦
人
保
護
事
業
以

外
の
厚
生
労
働
省

所
管
事
業

婦
人
保
護
施
設

３
９
都
道
府
県

４
８
ヶ
所

・
Ｄ
Ｖ
被
害
女
性
等
に
係

る
生
活
支
援
・
心
理
的

ケ
ア
・
自
立
支
援
を
行

う
。

・
支
援
期
間
は
中
長
期

で
、
概
ね
１
ヶ
月
以
上
。

母
子
生
活
支
援
施
設

生
活
支
援

子
育
て
支
援

心
理
的
ケ
ア

自
立
支
援

（
注
）
婦
人
相
談
員
、
婦
人
相
談
所
及
び
婦
人
保
護
施
設
の
数
は
平
成
2
8
年
4
月
１
日
現
在
。
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
の
数
は
平
成
2
8
年
1
1
月
１
日
現
在

○
婦
人
保
護
事
業
関
連
施
設
と
、
ひ
と
り
親
家
庭
の
支
援
施
策
な
ど
婦
人
保
護
事
業
以
外
の
厚
生
労
働
省
所
管
事
業
を
組
み
合
わ
せ
て
被
害
女
性

の
自
立
に
向
け
た
支
援
を
実
施
。
必
要
に
応
じ
、
関
係
省
庁
等
と
も
連
携
し
て
対
応
。

【
支
援
対
象
】

・
DV
被
害
女
性

・
ス
ト
ー
カ
ー
被

害
女
性

・
人
身
取
引
被

害
女
性
等
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平
成
２
８
年
度
予
算
額

９
６
億
円
の
内
数

平
成

29
年
度
婦
人
保
護
事
業
関
係
予
算
案
の
概
要

１
婦
人
相
談
所
に
お
け
る
支
援

（
婦
人
相
談
所
運
営
費
負
担
金
）

１
７
百
万
円

○
婦
人
相
談
所
に
お
け
る
広
域
措
置
の
実
施

他
の
都
道
府
県
へ
の
広
域
措
置
の
円
滑
な
実
施
を
図
る
た
め
、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
を
他
の
都
道
府
県
の
婦
人
相
談
所
等
へ
移
送
す
る
た
め
に
必
要
な
旅
費
等
の
補

助
を
行
う
。

○
外
国
人
婦
女
子
緊
急
一
時
保
護
経
費

外
国
人
の
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
を
保
護
し
た
際
の
通
訳
雇
い
上
げ
に
伴
う
費
用
や
関
係
機
関
と
の
連
絡
に
必
要
な
経
費
等
の
補
助
を
行
う
。

２
婦
人
相
談
所
の
一
時
保
護
委
託
、
婦
人
保
護
施
設
に
お
け
る
自
立
支
援

２
３
億
円

○
婦
人
相
談
所
に
お
け
る
一
時
保
護
の
実
施

職
員
の
人
件
費
、
入
所
者
の
食
費
や
被
服
費
な
ど
の
生
活
費
、
施
設
の
維
持
・
管
理

○
婦
人
相
談
所
が
一
時
保
護
委
託
す
る
た
め
の
経
費

Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
の
状
況
に
応
じ
て
、
婦
人
相
談
所
が
民
間
シ
ェ
ル
タ
ー
等
の
適
切
な
委
託
契
約
施
設
へ
一
時
保
護
を
委
託
し
、
自
立
に
向
け
た
支
援
を
行
う
。

○
婦
人
保
護
施
設
に
お
け
る
保
護
・
自
立
支
援
に
必
要
な
経
費

職
員
の
人
件
費
、
入
所
者
の
食
費
や
被
服
費
な
ど
の
生
活
費
、
施
設
の
維
持
・
管
理
費

新
た
に
、
婦
人
保
護
施
設
入
所
者
の
就
職
活
動
の
た
め
の
旅
費
を
支
給
す
る
。
【
新
規
】

○
心
理
療
法
担
当
職
員
の
配
置

婦
人
相
談
所
一
時
保
護
所
及
び
婦
人
保
護
施
設
に
心
理
療
法
担
当
職
員
を
配
置
し
、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
及
び
同
伴
家
族
の
心
理
的
ケ
ア
の
支
援
を
図
る
。

○
同
伴
児
童
の
ケ
ア
を
行
う
指
導
員
の
配
置

婦
人
相
談
所
一
時
保
護
所
及
び
婦
人
保
護
施
設
に
同
伴
児
童
の
ケ
ア
を
行
う
指
導
員
を
配
置
し
、
虐
待
を
受
け
た
児
童
へ
の
ケ
ア
の
充
実
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、

保
護
さ
れ
た
女
性
が
自
立
に
向
け
た
取
組
を
安
心
し
て
行
え
る
環
境
を
整
え
る
。

同
伴
児
童
の
ケ
ア
を
行
う
指
導
員
の
配
置
を
拡
充
す
る
。
※
（
現
行
）
最
大
2
名
ま
で
配
置
可
能
→
最
大
3
名
ま
で
配
置
可
能
【
拡
充
】

○
夜
間
警
備
体
制
強
化
事
業

婦
人
相
談
所
一
時
保
護
所
及
び
婦
人
保
護
施
設
の
夜
間
警
備
体
制
を
強
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
配
偶
者
の
暴
力
か
ら
逃
れ
て
入
所
し
て
い
る
被
害
者
や
職
員
の

安
全
の
確
保
を
図
る
。

婦
人
保
護
事
業
費
負
担
金

婦
人
保
護
事
業
費
補
助
金

→
平
成
２
９
年
度
予
算
案

１
７
７
億
円
の
内
数
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３
婦
人
相
談
員
活
動
強
化

（
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
）

１
５
４
億
円
の
内
数

○
婦
人
相
談
員
活
動
強
化
事
業

Ｄ
Ｖ
等
の
相
談
に
応
じ
る
婦
人
相
談
員
の
手
当
や
調
査
・
指
導
の
た
め
の
旅
費
等
を
補
助
す
る
。

婦
人
相
談
員
手
当
に
つ
い
て
、
勤
務
実
態
に
応
じ
た
手
当
額
と
な
る
よ
う
、
平
成
2
9
年
度
に
お
い
て
は
、
月
額
最
大
1
4
9
,3
0
0
円
（
現
行
1
0
6
,8
0
0
円
）
に
見
直
し
を
図
る
。

４
Ｄ
Ｖ
対
策
等
の
機
能
強
化

（
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
）

１
５
４
億
円
の
内
数

○
Ｄ
Ｖ
被
害
者
保
護
支
援
都
道
府
県
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業

Ｄ
Ｖ
被
害
者
の
保
護
支
援
に
つ
い
て
は
、
様
々
な
関
係
機
関
の
連
携
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
婦
人
相
談
所
と
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
会
議
や
ケ
ー
ス
会
議
を

開
催
し
、
連
携
の
強
化
を
図
る
。

○
Ｄ
Ｖ
相
談
担
当
職
員
研
修
事
業

婦
人
相
談
員
等
の
経
験
年
数
等
に
応
じ
た
研
修
が
実
施
で
き
る
よ
う
、
研
修
実
施
回
数
の
増
加
（
年
１
回
→
年
３
回
）
を
図
る
。
【
拡
充
】

○
休
日
夜
間
電
話
相
談
事
業

婦
人
相
談
所
に
電
話
相
談
員
を
配
置
し
、
休
日
及
び
夜
間
の
相
談
体
制
の
強
化
を
図
り
、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
の
相
談
に
対
応
す
る
。

○
専
門
通
訳
者
養
成
研
修
事
業

Ｄ
Ｖ
等
に
関
す
る
専
門
的
な
知
識
を
持
っ
た
通
訳
者
の
養
成
研
修
を
実
施
し
、
外
国
人
Ｄ
Ｖ
被
害
者
へ
の
適
切
な
支
援
を
確
保
す
る
。

○
法
的
対
応
機
能
強
化
事
業

婦
人
相
談
所
に
お
い
て
、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
か
ら
の
離
婚
問
題
、
生
活
破
綻
問
題
及
び
在
留
資
格
等
に
つ
い
て
の
情
報
提
供
や
調
整
の
相
談
等
に
対
し
、
弁
護
士
等

に
よ
る
法
的
な
調
整
や
援
助
を
行
う
。

○
婦
人
保
護
施
設
入
所
者
の
地
域
生
活
移
行
支
援

地
域
生
活
移
行
支
援
を
賃
貸
物
件
を
活
用
し
て
実
施
す
る
場
合
に
、
建
物
の
賃
貸
料
の
一
部
を
措
置
費
に
算
定
す
る
。

○
婦
人
保
護
施
設
に
お
け
る
同
伴
児
童
の
入
進
学
支
度
金
の
創
設

婦
人
保
護
施
設
に
お
け
る
同
伴
児
童
が
、
小
学
校
、
中
学
校
、
又
は
高
等
学
校
に
入
進
学
し
た
場
合
の
入
進
学
支
度
金
を
支
給
す
る
。

５
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
自
立
生
活
援
助
モ
デ
ル
事
業
（
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
）

１
５
４
億
円
の
内
数

婦
人
相
談
所
に
お
い
て
一
時
保
護
さ
れ
た
者
な
ど
が
、
地
域
で
自
立
し
、
定
着
す
る
た
め
の
支
援
を
行
う
モ
デ
ル
事
業
。

【
拡
充
】
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放
課
後
児
童
支
援
員
に
係
る
都
道
府
県
認
定
資
格
研
修
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
概
要

○
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
「
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
」
（
平
成
２
６
年
厚
生
労
働
省
令
第
６
３
号
。
以
下
「
基
準
」
と
い
う
。
）

に
基
づ
き
、
基
準
第
１
０
条
第
３
項
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
が
、
放
課
後
児
童
支
援
員
と
し
て
必
要
と
な
る
基
本
的
生
活
習
慣
の
習
得
の
援
助
、

自
立
に
向
け
た
支
援
、
家
庭
と
連
携
し
た
生
活
支
援
等
に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
を
習
得
し
、
有
資
格
者
と
な
る
た
め
の
都
道
府
県
知
事
が
行
う
研
修
（
以
下

「
認
定
資
格
研
修
」
と
い
う
。
）
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
た
め
に
策
定
す
る
も
の
。

○
認
定
資
格
研
修
は
、
一
定
の
知
識
及
び
技
能
を
有
す
る
と
考
え
ら
れ
る
基
準
第
１
０
条
第
３
項
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
が
、
放
課
後
児
童
健
全

育
成
事
業
（
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
）
に
従
事
す
る
放
課
後
児
童
支
援
員
と
し
て
必
要
な
知
識
及
び
技
能
を
補
完
し
、
新
た
に
策
定
し
た
基
準
及
び
放
課
後
児
童

ク
ラ
ブ
運
営
指
針
（
平
成
２
７
年
３
月
３
１
日
雇
児
発
０
３
３
１
第
３
４
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長
通
知
）
に
基
づ
く
放
課
後
児
童
支
援
員
と
し
て
の

役
割
及
び
育
成
支
援
の
内
容
等
の
共
通
の
理
解
を
得
る
た
め
、
職
務
を
遂
行
す
る
上
で
必
要
最
低
限
の
知
識
及
び
技
能
の
習
得
と
そ
れ
を
実
践
す
る
際
の
基
本

的
な
考
え
方
や
心
得
を
認
識
し
て
も
ら
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
実
施
す
る
も
の
。

基
本
的
考
え
方

研
修
内
容
等

事
項

主
な

内
容

実
施
主
体

都
道
府
県
（
都
道
府
県
が
認
定
資
格
研
修
を
実
施
す
る
上
で
適
当
と
認
め
る
市
区
町
村
、
民
間
団
体
等
に
一
部
委
託
可
）

研
修
項
目
・
科
目

及
び
時
間
数
等

研
修
項
目
・
科
目
、
研
修
時
間
数
等
は
、
別
紙
の
と
お
り
（
講
義
及
び
演
習
を
合
わ
せ
て
２
４
時
間
）
（
都
道
府
県
の
実
情
に
応
じ
て
研
修

科
目
等
を
追
加
し
て
の
実
施
も
可
）
。
授
業
形
態
は
、
適
宜
演
習
を
取
り
入
れ
た
り
す
る
な
ど
し
て
学
び
を
深
め
る
よ
う
な
工
夫
が
必
要
。

特
に
、
講
師
の
選
定
に
当
た
っ
て
は
、
認
定
資
格
研
修
を
適
切
に
実
施
、
指
導
で
き
る
者
に
よ
り
行
わ
れ
る
よ
う
十
分
配
慮
す
る
必
要
が

あ
る
。

修
了
の
認
定
・

修
了
証
の
交
付

都
道
府
県
は
、
認
定
資
格
研
修
の
全
科
目
を
履
修
し
、
放
課
後
児
童
支
援
員
と
し
て
の
必
要
な
知
識
及
び
技
能
を
習
得
し
た
と
認
め
ら

れ
る
者
に
対
し
て
、
修
了
の
認
定
を
行
い
、
全
国
共
通
様
式
に
よ
る
「
放
課
後
児
童
支
援
員
認
定
資
格
研
修
修
了
証
」［
賞
状
形
式

及
び
携
帯
用
形
式
］
を
都
道
府
県
知
事
名
で
交
付
（
委
託
は
不
可
）
。

認
定
の
取
消

都
道
府
県
は
、
認
定
を
受
け
た
者
が
、
次
の
事
由
に
該
当
す
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
、
当
該
者
の
認
定
者
名
簿
か
ら
の
削
除
が
可
能
。

①
虚
偽
又
は
不
正
の
事
実
に
基
づ
い
て
認
定
を
受
け
た
場
合

②
虐
待
等
の
禁
止
（
基
準
第
１
２
条
）
に
違
反
し
た
場
合

③
秘
密
保
持
義
務
（
基
準
第
１
６
条
第
１
項
）
に
違
反
し
た
場
合

④
そ
の
他
放
課
後
児
童
支
援
員
と
し
て
の
信
用
失
墜
行
為
を
行
っ
た
場
合
な
ど

平
成
2
9
年
1
月
1
5
日
現
在

【
「
放
課
後
児
童
支
援
員
等
研
修
事
業
実
施
要
綱
」
（
平
成
２
７
年
５
月
２
１
日
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長
通
知
）
よ
り
】
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事
項

主
な

内
容

研
修
会
参
加
費
用

研
修
会
参
加
費
用
の
う
ち
、
資
料
等
に
係
る
実
費
相
当
部
分
、
研
修
会
場
ま
で
の
受
講
者
の
旅
費
及
び
宿
泊
費
に
つ
い
て
は
、
受
講

者
又
は
運
営
主
体
が
負
担
。

費
用

国
は
、
都
道
府
県
に
対
し
て
、
認
定
資
格
研
修
の
実
施
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
補
助
。

（
※
）
認
定
資
格
研
修
を
受
講
す
る
際
の
代
替
職
員
の
雇
上
げ
経
費
及
び
研
修
会
場
ま
で
の
旅
費
に
つ
い
て
は
、
運
営
費
に
計
上
。

認
定
の
仕
組
み
（都
道
府
県
の
事
務
の
主
な
流
れ
）

認
定
資
格
研
修
の
実

施
認
定
資
格
研
修
修
了
→
認
定
→
修
了
証
交
付

認
定
者
名
簿
の
作
成
・管
理

【永
年
保
存
】

全 国 共 通 で 通 用 す る

修 了 証 と し て 位 置 づ け

※
個
人
情
報
の
保
護
に
十
分
留
意

受
講
資
格
等
の
確
認

市
区
町
村

都
道
府
県

連 携 ・ 協 力

基
準
第
１
０
条

第
３
項
第
９
号

の
認
定
は

市
区
町
村
が

実
施

受
講
申
込
書
の
提
出

修 了 前 に 、 他 の 都 道

府 県 に 転 居 又 は 病 気

等 で 欠 席 し た 場 合

既 修 了 科 目 は 履 修 し

た も の と み な し 、 一

部 科 目 修 了 証 を 交

付
未 修 了 科 目 を 他 の 都

道 府 県 等 で 履 修

全 国 共 通 の

「 認 定 者 名 簿

管 理 シ ス テ ム 」

を 導 入
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放
課
後
児
童
支
援
員
に
係
る
都
道
府
県
認
定
資
格
研
修
の
項
目
・
科
目
及
び
時
間
数

１
．
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
（放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
）の
理
解
【４
．
５
時
間
（9
0
分
×
3
）】

①
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
目
的
及
び
制
度
内
容

②
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
一
般
原
則
と
権
利
擁
護

③
子
ど
も
家
庭
福
祉
施
策
と
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

２
．
子
ど
も
を
理
解
す
る
た
め
の
基
礎
知
識
【６
．
０
時
間
（9
0
分
×
4
）】

④
子
ど
も
の
発
達
理
解

⑤
児
童
期
（６
歳
～
１
２
歳
）の
生
活
と
発
達

⑥
障
害
の
あ
る
子
ど
も
の
理
解

⑦
特
に
配
慮
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
の
理
解

３
．
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
子
ど
も
の
育
成
支
援
【４
．
５
時
間
（9
0
分
×
3
）】

⑧
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
通
う
子
ど
も
の
育
成
支
援

⑨
子
ど
も
の
遊
び
の
理
解
と
支
援

⑩
障
害
の
あ
る
子
ど
も
の
育
成
支
援

４
．
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
保
護
者
・
学
校
・
地
域
と
の
連
携
・協
力
【３
時
間
（9
0
分
×
2
）
】

⑪
保
護
者
と
の
連
携
・協
力
と
相
談
支
援

⑫
学
校
・地
域
と
の
連
携

５
．
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
安
全
・安
心
へ
の
対
応
【３
時
間
（9
0
分
×
2
）】

⑬
子
ど
も
の
生
活
面
に
お
け
る
対
応

⑭
安
全
対
策
・緊
急
時
対
応

６
．
放
課
後
児
童
支
援
員
と
し
て
求
め
ら
れ
る
役
割
・機
能
【３
時
間
（9
0
分
×
2
）】

⑮
放
課
後
児
童
支
援
員
の
仕
事
内
容

⑯
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
運
営
管
理
と
運
営
主
体
の
法
令
の
遵
守

合
計
２
４
時
間
（
１
６
科
目
）

別
紙

ITUVL
テキストボックス
392



